
広
島
県
税
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
年
十
月
一
日 

広
島
県
知
事 

藤 
 

田 
 

雄 
 

山 

広
島
県
規
則
第
六
十
四
号 

広
島
県
税
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

（
広
島
県
税
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

広
島
県
税
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
広
島
県
規
則
第
五
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
一
条
中
「
広
島
県
税
の
」
を
「
広
島
県
税
及
び
地
方
法
人
特
別
税
の
」
に
改
め
、
「
法
」
と
い
う
。

）
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
二
十
五
号
）
」
を
、

「
施
行
令
」
と
い
う
。
）
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
施
行
令
（
平
成
二

十
年
政
令
第
百
五
十
四
号
）
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
五
条
の
三
中
「
社
団
法
人
広
島
県
自
動
車
整
備
振
興
会
」
の
下
に
「
（
昭
和
二
十
七
年
二
月
十
二
日

に
社
団
法
人
広
島
県
自
動
車
整
備
振
興
会
と
い
う
名
称
で
設
立
さ
れ
た
法
人
を
い
う
。
）
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
十
八
条
第
一
項
中
「
及
び
事
業
税
」
を
「
、
事
業
税
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
二
十
四
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
二
十
五
条
の
見
出
し
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中

「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
二
十
五
条
の
二
の
見
出
し
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
二
十
五
条
の
三
の
見
出
し
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
一

項
及
び
第
二
項
中
「
法
人
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
二
十
六
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
及
び
事
業
税
」
を
「
、
事
業
税
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
に

改
め
る
。 

 
 

第
三
十
条
の
五
第
一
号
中
「
財
団
法
人
日
本
ゴ
ル
フ
協
会
」
の
下
に
「
（
昭
和
六
十
二
年
十
月
一
日
に

財
団
法
人
日
本
ゴ
ル
フ
協
会
と
い
う
名
称
で
設
立
さ
れ
た
法
人
を
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
号
中

「
財
団
法
人
広
島
県
体
育
協
会
」
の
下
に
「
（
昭
和
四
十
五
年
四
月
十
三
日
に
財
団
法
人
広
島
県
体
育
協

会
と
い
う
名
称
で
設
立
さ
れ
た
法
人
を
い
う
。
）
」
を
加
え
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
十
号
の
二 

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

（表） 
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別
記
様
式
第
十
号
の
二 

の 

２
中
「第

72
条
の

25
第

3
項
の
規
定

」
を
「第

72
条
の

25
第

3
項

若
し
く
は
第

5
項
の
規
定
（
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
第

10
条
の
規
定
に
よ
り
法
人

の
事
業
税
の
賦
課
徴
収
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）

」
に
改
め
、
同
様
式 

の 
 

３
中
「規

定
」
の
次
に
「（

地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
第

10
条
の
規
定
に
よ
り
法
人

の
事
業
税
の
賦
課
徴
収
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）

」
を
加
え
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二 

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
（表） 

（裏） 

（注） 

（裏） 

（注） 





 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二 

の 

２
⑵
中
「第

72
条
の

25
第

3
項
の
規
定

」
を
「第

72
条
の

25
第

3
項
若
し
く
は
第

5
項
の
規
定
（
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
第

10
条
の
規
定
に
よ
り

法
人
の
事
業
税
の
賦
課
徴
収
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）

」
に
改
め
、
同
様
式 

 

の 

２
⑶
中
「規

定

」
の
次
に
「（

地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
第

10
条
の
規
定
に
よ

り
法
人
の
事
業
税
の
賦
課
徴
収
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）

」
を
加
え
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
二
十
八
号
の 

２
中
「事

業
税

」
を
「事

業
税
・
地
方
法
人
特
別
税

」
に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
三
十
七
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
（注） （裏） 

（注） 

（注） 

（裏） 



印

様式第37号（第21条関係） 

   別紙のとおり証明する。 

決裁者   担当者
公印の押
印 承 認

  

証 紙 ち よ う 付 欄 

 

        

  

※ 

処

理 収 入 証 紙        円 確 認   

受 付 印 
平成  年  月  日 

  広 島 県 知 事  様 

  (広島県  地域事務所長) 

住 所                     

(所 在 地)                     

(フリガナ)                      

氏 名                     

名称及び代

表者の氏名 

 

納 税 証 明 書 交 付 請 求 書 

  使 用 目 的   請 求 部 数 部   

  上記の目的に使用するため，次の事項について証明を請求します。 

 1 証明請求税目 

(1) 法人2税・地方法人特別税 (2) 法人県民税 (3) 個人事業税 (4) 法人事業税・地方法人特別税 (5) 不動産取得税  

(6) ゴルフ場利用税 (7) 自動車税 (8) 軽油引取税 (9) 全税目 (10) その他         

※  処 理 

賦課(登録)番号   

 2 証 明 事 項 

  (1) 税額の証明 (2) その他                          

 3 証 明 期 間 

  (1) 法人2税・地方法人特別税(事業年度年月) (2) 間税2税(実績年月) 

 (3) その他の税目(賦課年度) 
証 明 書 番 号

  

  平成   年(度)    月～平成   年(度)    月   証 明 件 数   

  (4) 全税目(証明年度) 起 案 年 月 日 ・   ・ 

  証明書請求の日前    年間分の証明   決 裁 年 月 日 ・   ・ 

  交 付 年 月 日 ・   ・ 

 (注) ※印欄は，記入しないでください。 

 備考 用紙の大きさは，日本工業規格A列4とする。 



 
 

別
記
様
式
第
三
十
七
号
の
二
及
び
別
記
様
式
第
三
十
七
号
の
六
中
「県

税

」
を
「県

税
及
び
地
方
法
人

特
別
税

」
に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
十
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  



様式第42号（第23条関係） 

第         号 

平成  年  月  日 

   広島県   地域事務所長様                                                市 

町 
長 印 

個 人 の 県 民 税 徴 収 取 扱 費 交 付 計 算 書 

  広島県税条例第43条第2項の規定によつて報告する個人の県民税に係る徴収取扱費の算定は次のとおりですからこれを交付してください。 

               平成  年  月  日から 

   ￥           平成  年  月  日まで 

区 分 算 定 基 準 乗 率 交 付 請 求 額 

当初賦課：賦課報告書（県税規則別記様式第39号）による。 

各年度において賦課決定（既に賦課していた税額を変更するものを除く。）をされた個人の県民

税の納税義務者数の数を広島県税条例第43条第1項で定める額に乗じて得た金額 

人
3,000円 

(4,000〃)
① 円 

 今回交付額(上記交付請求額の4分の1に相当する額)   〃 

当該年度における確定納税義務者数：賦課異動報告書（県税規則別記様式第39号の2）による。 人
3,000円 

(4,000〃)
② 〃 

当該年度における確定納税義務者数による増減（②－①） 〃
3,000円 

(4,000〃)
  

1 納 税 義 務 者 数

平成19年度以降に賦課決定をした納税義務者について，賦課取消しをした場合における精算額（交

付請求額から減じる額） 
〃

3,000円 

(4,000〃)
△ 〃 

市町が徴収した個人の県民税に係る徴収金を，法第17条又は第17条の2の規定によつて市町が還付

し，又は充当した場合における当該徴収金に係る過誤納金に相当する歳出還付の金額 
円   〃 

2 
過 誤 納 金 還 付

・ 充 当 金 額 平成18年改正法附則第6条第7項の規定によりみなして適用される同条第5項又は第6項の規定によ

つて市町が還付し，又は充当した場合における当該歳出還付の金額 
  〃 

3 還 付 加 算 金 法第17条の4の規定によつて市町が加算した過誤納金に係る還付加算金に相当する金額 〃   〃 

4 報 奨 金
法第321条第2項の規定によつて市町が交付した個人の県民税の納期前の納付に対する報奨金の額

に相当する金額 
〃   〃 

5 

配 当 割 又 は 株 式 等

譲渡所得割の控除に

係る還付・充当金額 

法第314条の9第3項の規定によりみなして適用される同条第2項の規定によつて市町が還付し，又は

充当した場合における当該控除することができなかつた金額に相当する金額 
〃   〃 

合 計   〃 

 (注)  1 平成19年度及び平成20年度は，賦課決定をされた個人の県民税の納税義務者数の数に4,000円を乗じた額とすること。 

    2 納税義務者数は，賦課報告書及び賦課異動報告書の本年度と過年度の納税義務者数の合計から本年度の分離課税に係る所得割の者を引いた数とすること。 

    3 「当該年度における確定納税義務者数」，「当該年度における確定納税義務者数による増減（②－①）」及び「平成19年度以降に賦課決定をした納税義務者につい

て，賦課取消しをした場合における精算額（交付請求額から減じる額）」欄には，4月報告時のみ記入すること。 

    4 2から5までの「乗率」欄には，当該徴収取扱費の交付の対象となる期間に適用する県民税の払込案分率を記入すること。 

5 2下段の「交付請求額」欄には，実額を記入すること。 

    6 4の「算定基準」欄には，算定期間の払込金額に係る報奨金の額を記入すること。 

 備考 用紙の大きさは，日本工業規格A列4とする。 



 
 

別
記
様
式
第
四
十
二
号
の
七
中
「住

民
税

」
を
「県

民
税

」
に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
十
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



様
式
第
4
3
号
（
第
2
4
条
関
係
）

 

賦
課
番
号

電
算

入
力

年
月

日
 

索
引

簿
登

載
年

月
日

担
当
者

 
 

※処理 

 
 

・
 
 
・
 

・
 
 
・
 

 
 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
広
島
県
 
 
 
地
域
事
務
所
長
様
 

 
 

 
 

(
フ
リ
ガ
ナ
)
 

〒
 

印 

受付 

 
 

主
た

る
事

務
所

等

の
所

在
地

及
び

電
話

番
号
 

(
電
話
 
 
 
 
 
 
)
 

(
フ
リ
ガ
ナ
)
 

 
 

法
人

名
 

代
表

者
又

は
事

業

(
資
産
)
の
経
営
(
管

理
)
責

任
者

氏
名
 

 
 

法
人

設
立

届
 

法
人

の
事

務
所

等
の

設
置

届
 

 
次
の
と
お
り
 法

人
 

事
務

所
等
 を

 設
立

設
置

し
ま
し
た
。
 

設
立

(
設
置
)
年

月
日
 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

設
立
第
1
期
 
 
・
 
 
・
 
 
か
ら
 
 
・
 
 
・
 
 
ま
で
 

資
本

金
の

額
又

は
出

資
金

の
額

 
千
円

資
本

金
等

の
額

又
は

連
結

個
別

資
本

金
等

の
額
 

千
円

事
業

年

度
又

は

連
結

事

業
年

度
第
2
期
以
降
 
 
・
 
 
・
 
 
か
ら
 
 
・
 
 
・
 

 
ま
で
 

事
業

又
は

資
産

の

目
的

及
び

種
類

 

 
 

法
人

税
の

納
税

地
 

 
 

名
称

 
 

電
話

番
号

 
 
 

本
県

内
の

主
た

る
事

務
所

等
の

名
称

 
及

び
所

在
地

 
所

在
地

 
 

名
称
 

所
在
地
 

設
置

年
月

日
 

 
 

 
 

 
 

上
記

以
外

の
本

県
内

の

事
務

所
等

の
名

称

及
び

所
在

地
 

 
 

 
 

 
 

事
務

所
等

を

有
し

て
い

る

都
道

府
県

の

数
 

 

青
色

申
告

の
承

認
の

有
無

有
：

無
 

氏
名
 

 
 

連
結

納
税

適
用

の
有

無
有

：
無
 
連
結
親
法
人
 
：

連
結
子
法
人

関
与

税
理

士
電

話
番

号
 

 
 

申
告

納
付

期
限

延
長

の
有

無

*
（

申
告

納
付

期
限

の
延

長
に

は
別

途

手
続
が
必
要
で
す
。
）
 

有
(
 
月
)
(
適
用
年
月
 
 
以
降
)

：
無
 

＊
こ
の
設
立
届
・
設
置
届
を
提
出
す
る
法
人
が
連
結
子
法
人

の
場
合
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

連
結

親
法

人
の

名
称
 

 
 

電
話

番
号

 
 
 

連
結

親
法

人
の

所
在

地
 

 
 

＊
個
人
事
業
を
法
人
組
織
と
し
た
場
合
に
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。
 

個
人

当
時

の
事

業
主

名
 

 
 

個
人

事
業

廃
止

年
月

日
 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

個
人

当
時

の
所

在
地
 

 
 

 
 

備
考
 

 
 
(
注
)
 
1
 
※
印
欄
は
，

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。
 

2 
法

人
課

税
信

託
の

受
託

者
が

当
該

法
人

課
税

信
託

に
つ

い
て

，
こ

の
届

を
提

出
す

る
場

合
に

あ
つ

て
は

，
「

法
人

名
」

欄
に

法
人

課
税

信
託

の
名
称
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。
 

3
 
次
の
書
類
を

添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

(
1
) 

定
款
，
寄
附
行
為
，
規
約
又
は
規
則
の
写
し
（
法
人
課
税
信
託
に
係
る
場
合
は
，
法
人
課
税
信
託
の
契
約
書
の
写
し
そ
の
他
法
人
課
税
信

託
の
効
力
の

発
生
の
事
実
を
証
明
す
る
書
類
）
 
 

(
2
) 

商
業
(
法

人
)
登
記
事
項
証
明
書
 
 

(
3
) 

そ
の
他

参
考
と
な
る
も
の
 

 
 
備
考
 
1
 
組
織
変
更
の

場
合
は
，
こ
の
様
式
に
準
ず
る
も
の
と
す
る
。
 

 
 
 
 
 
2
 
用
紙
の
大
き

さ
は
，
日
本
工
業
規
格
A
列
4
と
す
る
。
 



 
 

別
記
様
式
第
四
十
三
号
の
七
の
二
の 

中 

   

を 

     

に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
十
四
号
か
ら
別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
三
ま
で
の
様
式
中
「法

人
事
業
税

」
を
「法

人

事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税

」
に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
四
中 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
、 

 
 
 
 
 
 
 

を 
 
 
 
 
 
 
 

に
、 

      
 
 
 
 
 
 
 
 

を 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
る
。 

    
 

別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
五
の
二
か
ら
別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
七
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  

 

法
 
人
 
 県

民
税
 

 事
業
税
 

地
方
法
人
特
別
税

 

「
 

「
 

」

」

「

」

「
 

」
 

「
 

」
 

」

「
 

2 
商
業
(法

人
)登

記
事
項
証
明
書
，
定
款
，
寄
附
行
為
，
規
約
又
は
規
則
の
写
し
な
ど
異
動
後
 

 の
内
容
が
確
認
で
き
る
も
の
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

2  法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て
，
こ
の
届
を
提
出
す
る
場
合
に
 

 
あ
つ
て
は
，
法
人
の
「
名
称
」
欄
に
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。
 

3  商
業
（
法
人
）
登
記
事
項
証
明
書
，
定
款
，
寄
附
行
為
，
規
約
又
は
規
則
の
写
し
な
ど
異
動
 

後
の
内
容
が
確
認
で
き
る
も
の
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
 

「
 

「
 

」」

 

 
 県

民
税
 

 事
業
税
 

 

法
人

 
 
 
 
 

事
業

税
 
 
 
 
 

及
び

 
 
 
 
 

地
方
法
人
 

特
別

税
 
 
 
 
 

法
人
 

（注） 

事
業

税
 
 
 
 
 

県
民

税
 

法
 
人
 

県
民
税
 



様
式
第
4
4
号
の
5
の

2（
第
2
5
条
の

2関
係
）

 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 
広
島
県
 
 
 
地
域
事
務
所
長
様

 

申
請
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本
店
の
所
在
地
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県
内
の
主
た
る
事
務
所
所
在
地
 
 
 
 

(
フ
リ
ガ
ナ

)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法
人
の
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(
フ
リ
ガ
ナ

)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代
表
者
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

(電
話
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
) 

 

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
徴
収
猶
予
(
期
間
延
長
)
申
請
書
 

 
地
方
税
法
第
7
2
条
の
3
8
の
2
第

1
項
若
し
く
は
第
6
項
又
は
第
5
項
の
規
定
に
よ
り
，
次
の
と
お
り
法
人

事

業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
に
係
る
徴
収
の
猶
予
(
期
間
延
長
)
を
申
請
し
ま
す
。

 

次
の
と
お
り
，
法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
に
係
る
徴
収
の
猶
予
を
申
請
し
ま
す
。

 

事
業

年
度

 
年
 
 
月
 
 

日
か
ら
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 

申
告

区
分

 
 
確
定
申
告
 
 
 
予
定
・
中
間
申
告
(
い
ず
れ
か
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
)
 

所
得

割
額

円
 

付
加

価
値

割
額

円
 

法人事業税 
資

本
割

額
円
 

地
方

法
人

特
別

税
円
 

徴収の猶予を受けよう 

とする徴収金     

税
額

 

合
計

円
 

徴
収

の
猶

予
を

受
け

よ
う

と
す

る
期

間
年
 

 
月
 

 
日
か
ら
 
 

年
 

 
月
 
 

日
ま
で
 

担
保

の
種

類
 

 

地
方

税
法

施
行

令
第

3
2
条

の
2

第
1
項

に
該

当
す

る
法
人

 

徴
収

猶
予

を
必

要
と

す
る

理
由

 
 

法
人
設
立
の
年
月
日

年
 
 
 
月
 
 
 
日

 
地

方
税

法
施

行
令

第
3
2
条

の
2

第
2
項

に
該

当
す

る
法
人

 
徴

収
猶

予
を

必

要
と
す
る
理
由
 

 

期
限

 
税

額
 

期
限

 
税

額
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

分割納付の計画
 

 
 

 
 

 
備
考
 
1
 
徴
収
猶
予
を
必
要
と
す
る
理
由
を
証
す
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。

 

 
 
 
 
2 

用
紙
の
大
き
さ
は
，
日
本
工
業
規
格
A
列
4
と
す
る
。

 

 



様
式
第
4
4
号
の
6（

第
2
5
条
の
3
関
係
）

 

第
 
 
 
 
 
 
 
 
 
号

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 
所
在
地

 

 
法
人
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様

 

広
島
県
 
 
 
 
地
域
事
務
所
長
 
印
 
 

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
旨
の
届
出
が
あ
つ
た
こ
と
の
証
明
書

 

 

 
地
方
税
法
第
7
2
条
の
4
9
第
4
項
の
規
定
に
よ
り
，
次
の
と
お
り
法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の

請
求
を
す
る
旨
の
届
出
が
あ
つ
た
こ
と
を
証

明
し
ま
す
。

 

届
出

が
あ

つ
た

年
月

日
 
平

成
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日

 

名
称

 
 

届
出

を
し

た
法

人
 
主

た
る

事
務

所
又

は
事

業
所

の
所

在
地
 

 

事
業

年
度

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
か
ら

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
ま
で

 

更
正

の
請

求
前

 
更

正
の

請
求

後
 

事
務
所
又

は
事
業
所

の
所
在
地

 
区

分
 

分
割

基
準
 
分

割
課

税
標

準
額

税
額

分
割

基
準

分
割

課
税

標
準

額
税

額
 

更
正

後
の

県
民

税
分

割
課

税
標
準
額

 

所
得

割
 
 

 
円

円
 

 
円

円
 

円

付
加
価
値
割

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税 

収
入

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割

 
 

 
 

 
 

 
 

 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税 

収
入

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割

 
 

 
 

 
 

 
 

 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税 

収
入

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税 

収
入

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

分
割

基
準

に
誤

り
を

生
じ

た
事
情
の
詳
細
 

 
 

 
備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
日
本
工
業
規
格
A
列

4と
し
，
別
記
様
式
第
4
4
号
の
7
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規

則
別
記
様
式
第
1
1
号
の
2
と
複
写
式
に
印
刷
す
る
。

 



  様
式
第
4
4
号
の
7（

第
2
5
条
の
3
関
係
）

 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
知
事
 
様

 

広
島
県
知
事
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 
 

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
旨
の
届
出
が
あ
つ
た
こ
と
の
通
知
書

 

 

 
地
方
税
法
第
7
2
条
の
4
9
第
4
項
の
規
定
に
よ
り
，
次
の
と
お
り
法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の

請
求
を
す
る
旨
の
届
出
が
あ
り
ま
し
た
。

 

届
出

が
あ

つ
た

年
月

日
 
平

成
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日

 

名
称

 
 

届
出

を
し

た
法

人
 
主

た
る

事
務

所
又

は
事

業
所

の
所

在
地
 

 

事
業

年
度

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
か
ら

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
ま
で

 

更
正

の
請

求
前

 
更

正
の

請
求

後
 

事
務
所
又

は
事
業
所

の
所
在
地

 
区

分
 

分
割

基
準
 
分

割
課

税
標

準
額

税
額

分
割

基
準

分
割

課
税

標
準

額
税

額
 

更
正

後
の

県
民

税
分

割
課

税
標
準
額

 

所
得

割
 
 

 
円

円
 

 
円

円
 

円

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税 
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

分
割

基
準

に
誤

り
を

生
じ

た
事
情
の
詳
細
 

 
 

 
備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
日
本
工
業
規
格
A
列

4と
し
，
別
記
様
式
第
4
4
号
の
6
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規

則
別
記
様
式
第
1
1
号
の
2
と
複
写
式
に
印
刷
す
る
。

 



 
 

別
記
様
式
第
四
十
五
号
の
二
中 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
る
。 

    
 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
十
七
中 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
る
。 

    
 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
三
十
中 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
、
同
様
式
の 

２
中
「民

法
第

34
条
の
法
人

」
を
「公

益
社
団
法
人

 

  

又
は
公
益

財
団
法
人

」
に
改
め
る
。 

  
 

別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
十
四
中 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
る
。 

   

（
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
広
島
県
規
則
第
九
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に 

 

改
正
す
る
。 

 
 

第
一
条
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
七
条
の
三
第
二
項
中
「
法
人
事
業
税
の
更
正
請
求
を
す
る
旨
の
」
を
削
り
、
「
法
人
事
業
税
の
分
割

基
準
の
修
正
に
関
す
る
届
出
」
を
「
法
人
事
業
税
、
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
旨
の
届
出

「
法
人

の
県
民
税

 

法
人

の
事
業
税

 

法
人

の
県
民
税
の
利
子
割
額

 

法
人
の
県
民
税

 

法
人
の
事
業
税

 

地
方
法
人
特
別
税

 

法
人
の
県
民
税
の
利
子
割
額

 

「

」
」
 

「

」
 

「
 

」

民
法

第
3
4
条

の
法

人
が

当
該

不
動

産
を

外
国

人
留

学
生

の
寄

宿
舎

の

用
に
供
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

 

 

公
益
社
団
法
人

人
が
当
該
不
動

生
の
寄
宿
舎
の

す
る
年
月
日
 

 

又
は
公
益
財
団
法

産
を
外
国
人
留
学

用
に
供
し
よ
う
と

  

「
 

「
 

」

」
 

（注） 

民
法

第
3
4
条

の
法

人
が

当
該

不
動

産
を

外
国

人
留

学
生
の
寄
宿
舎
の
用
に
供
し
た
年
月
日
 

 

公
益

社
団

法
人

又
は

公
益

財
団

法
人

が
当

該
不

動
産

を
外

国
人

留
学

生
の

寄
宿

舎
の

用
に

供
し

た
年

月
日
 

 

「

「
 

」
 

」

民
法
第

34
条
の
法
人
が
当
該
不
動
産
を
外
国
人
留

学
生
の
寄
宿
舎
の
用
に
供
し
た
年
月
日
 

公
益

社
団

法
人

又
は

公
益

財
団

法
人

が
当

該
不

動
産

を
外
国
人
留
学
生
の
寄
宿
舎
の
用
に
供
し
た
年
月
日
 



」
に
改
め
る
。 

 
 

第
八
条
第
一
項
中
「
若
し
く
は
事
業
税
」
を
「
、
事
業
税
若
し
く
は
地
方
法
人
特
別
税
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
十
一
条
第
二
項
第
四
号
、
第
三
項
及
び
第
四
項
第
四
号
中
「
事
業
税
」
を
「
事
業
税
・
地
方
法
人
特

別
税
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
法
人
事
業
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
十
二
条
第
三
号
及
び
第
三
号
の
二
中
「
事
業
税
」
を
「
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
」
に
改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



様式第3号（第4条関係） 
平成  年  月  日 現在 

地 域 申告期限 
  

 
  

法 人 県 民 税 ・ 事 業 税 ・ 地 方 法 人 特 別 税 申 告 書 受 付 整 理 簿 

 
事業年度終

了 年 月 日 
区分 

処理
別 

法人県民税
課税標準額 

法 人 税
控 除 額

均 等 割 額 法人税割額
法 人
事 業 税 額

地 方 法 人
特 別 税 額

申 告 書

受 付 日

分割
区分

法 人 名 賦課番号 備 考 

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

・・
        

備考 用紙の大きさは，縦27.9センチメートル，横36.8センチメートルとする。 
 



 
 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



  様
式
第
1
1
号
の
2（

第
7
条
の
3
関
係
）

 

平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 
広

島
県

知
事
 
様

 

地
域
事
務
所
長
 
 
 

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正
の
請
求
を
す
る
旨
の
届
出
が
あ
つ
た
こ
と
の
報
告
書

 

 

 
地
方
税
法
第
7
2
条
の
4
9
第
4
項
の
規
定
に
よ
り
，
次
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。
 

届
出

が
あ

つ
た

年
月

日
 
平

成
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日

 

名
称

 
 

届
出

を
し

た
法

人
 
主

た
る

事
務

所
又

は
事

業
所

の
所

在
地
 

 

事
業

年
度

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
か
ら

 
平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
ま
で

 

更
正

の
請

求
前

 
更

正
の

請
求

後
 

事
務
所
又

は
事
業
所

の
所
在
地

 
区

分
 

分
割

基
準
 
分

割
課

税
標

準
額

税
額

分
割

基
準

分
割

課
税

標
準

額
税

額
 

更
正

後
の

県
民

税
分

割
課

税
標
準
額

 

所
得

割
 
 

 
円

円
 

 
円

円
 

円

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

所
得

割
 
 

 
 

 

付
加
価
値
割
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
本

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

法人事業税
収

入
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 
 

 
 

 
 

 
 

分
割

基
準

に
誤

り
を

生
じ

た
事
情
の
詳
細
 

 
 

 
備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
日
本
工
業
規
格
A
列

4と
し
，
県
税
規
則
別
記
様
式
第
4
4
号
の

6及
び
別
記
様
式
第

4
4
号
の
7
と
複
写
式
に
印
刷
す
る
。

 



   
 

別
記
様
式
第
四
十
二
号
の
十
一
中 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に
改
め
る
。 

   
 

別
記
様
式
第
六
十
号
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

民
法

第
3
4

条
の

法
人

が
当

該
不

動

産
を

外
国

人
留

学
生

の
寄

宿
舎

の
 

用
に

供
し

た
年

月
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公
益

社
団

法
人

又
は

公
益

財
団

法

人
が

当
該

不
動

産
を

外
国

人
留

学

生
の

寄
宿

舎
の
用

に
供

し
た

年
月

日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「
 

「

」
 

」



 

様式第60号の3（第11条関係） 

法人
県民税

事業税
・  地方法人特別税 調定決議書兼調定明細書 

 
地 域 調定年月日 課 税 区 分 処 理 区 分 決裁者   起 案 年 月 日 担当者 

  

  

  

  

  

 

  

  

  

    

・  ・ 

  

 

区 分 法 人 県 民 税 法 人 事 業 税 地方法人特別税 加算金 

調定すべき増減差税額 増減差税額 

調 定 す べ き 増 減 差

税 額 の 内 訳 

増減差税額 

の 内 訳      

分

割 

事
業
年
度 

法

人 

処

理

別 

軽

適 

見
込
納
付 

事業年

度終了

年月日

申告又は

更 正 ・ 

決定処理

年 月 日 

調 定 す

べ き 増

減 差 税

割額 

調 定 す

べ き 増

減 差 均

等割額 

利 子 割

還付額 

所得割

額 

付加価

値割額

資本割

額 

収入割

額 

所得割

額 

収入割

額 

過少

申告

加算

金額

不申

告加

算金

額 

重加

算金

額 

外国税額仮

装経理利子

割額租税条

約の税額控

除の有無 

法人税の

申告又は

更正等の

通知年月

日 

賦課番号 法 人 名 

                     

          

          

                    

          

          

                    

          

          

                     

          

          

                   

          

          

                    

          

          

                    

          

          

                   

          

          

                   

          

          

備考 用紙の大きさは，日本工業規格A列4とする。 



 
 

別
記
様
式
第
六
十
七
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



様
式

第
6
7
号

（
第
1
1
条

関
係
）

 

通
知

年
月

日
 
 

平
成

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

法
人

 
県

民
税

事
業

税
・

 
 
地
方

法
人

特
別

税
 

み
な

す
申

告
決

議
書

 

 

決
裁
者

 
 

担
当

者

 
 

 
 

 
 

所在地 

 
 

 
 

起
案

年
月

日
 
平
成

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

調
定

年
月

日
 
平
成

 
 

年
 

 
月

 
 

日

 
 

地
域
 

賦
課

番
号
 

法人名 

様
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

決
議

年
月

日
 
平
成

 
 

年
 

 
月

 
 

日

 事
業

年
度

又
は

連
結

事
業

年
度

 
平
成

 
 
年

 
 

月
 

 
日

か
ら

 
平

成
 
 

年
 

 
月

 
 
日

ま
で
 

 
 

 

事
業

税
 

県
民

税
 

前
事

業
年

度
の

事
業

税
額

 

⑦
 

円
前

事
業

年
度

又
は

前
連

結

事
業

年
度

の
法

人
税

割
額

 
①

 
円

月
数

換
算

 

(
前

事
業

年
度

の
月

数
) 

⑧
 

(　
　
)

6
 

月
数

換
算

(
前

事
業

年
度

又
は

前
連

結
事

業
年

度
の

月
数

)
 

②
 

(　
　
)

6
 

前
事

業
年

度
の

所
得

割
額

 

⑨
 

円

法人税割 

納
付

す
べ

き
法

人
税

割
額

 

①
×
②

 
 

 
③

 
円

所得割 

納
付

す
べ

き
所

得
割

額
 

⑨
×
⑧

 
 

 
 

⑩
 

円
事

務
所

等
を

有
し

て
い

た
月

数
 

④
 

月

前
事

業
年

度
の

付
加

価
値

割
額

 

⑪
 

円

均等割
納

付
す

べ
き

均
等

割
額

 

円
×
④

／
1
2
 

⑤
 

円
付加価値割 

納
付

す
べ

き
付

加
価

値
割

額
 

⑪
×
⑧

 
 

 
 

⑫
 

円
納

付
す

べ
き

県
民

税
額

 

③
＋

⑤
 

 
 
 

⑥
 

円

前
事

業
年

度
の

資
本

割
額

 

⑬
 

円
資本割 

納
付

す
べ

き
資

本
割

額
 

⑬
×
⑧

 
 

 
 

⑭
 

円

前
事

業
年

度
の

収
入

割
額

 

⑮
 

円
収入割 

納
付

す
べ

き
収

入
割

額
 

⑮
×
⑧

 
 

 
 

⑯
 

円

 
 

前
事

業
年

度
の

地
方

法
人

特
別

税
額

 

⑰
 

円
 

地方法人 

特別税 

納
付

す
べ

き
地

方
法

人
特

別
税

額
 

⑰
×
⑧

 
 

 
 

⑱
 

円
 

納
付

す
べ

き
事

業
税

額
及

び
地

方
法
人

特

別
税

 
 

⑩
＋
⑫

＋
⑭

＋
⑯

＋
⑱

 
 

⑲
 

円
納

付
す

べ
き

合
計

税
額

 

⑥
＋
⑲

 
 

 
 

 
 

⑳
 

円

 

法
人
税

法
の

規
定

に
よ

っ
て

計
算

し
た

法
人

税
額
の

う
ち

使
途

秘
匿

金
税

額
等

 
21

 
 

課
税
標

準
と

な
る

個
別

帰
属

法
人

税
額

又
は

法
人
税

額
 

2
2

 
 

分
割
法

人
に

お
け

る
課

税
標

準
と

な
る

個
別

帰
属

法
人

税
額

又
は

法
人

税
額

 
2
3

 
 

法
人
税

割
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
22

又
は

2
3
×

100
 

24
 
 

外
国
の

法
人

税
額

等
の
額

の
控

除
額

 
25

 
 

仮
装
経

理
に

基
づ

く
法

人
税

割
額

の
控

除
額

 
2
6

 
 

利
子
割

額
の

控
除

額
 

27
 
 

租
税
条

約
の

実
施

に
係

る
法

人
税

額
の

控
除

額
 

2
8

 
 

納
付
す

べ
き

法
人

税
割

額
 

29
 
 

非
分

割
法

人
21

×
100

 
 
 

2
9
の
う

ち
使

途
秘

匿
金

税
額

等
に

係
る

法
人

税
額

 

分
割

法
人

24
×

22 21
 

30
 
 

県民税①欄の算出基礎 

差
引
法

人
税

割
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
2
9
―

30
31

 
 

備
考

 
用
紙

の
大
き

さ
は

，
日

本
工
業

規
格

A
列

4
と

す
る
。

 



 
 

別
記
様
式
第
六
十
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

様
式
第

6
8
号

（
第

11
条

関
係
）

 
決
裁

者
 

 
 
法
人

 
県

民
税
 

事
業
税
 

・
 
 
地
方
法
人
特
別
税

 
更
正
・
決
定
及
び
加
算

金
の
決
定
決
議

書
 

起
案
年

月
日

 
・
 

 
・

 
起

案
者

 
 

決
算
年

月
日

 
・
 

 
・

 
照

合
者

 
 

更
正
・

決
定

通
知
年

月
日

 
・

 
 

・
 

 
 

公
印

の
押

印
承
認

 
 

所在地 

  
 

地
域

年
度

賦
 
課

 
番

 
号

 
区

分
 

更
正
・

決
定
納

期
限

 

 
 

 
  

 
平
成

 
年

 
 

月
 

 
日

事
業
年

度
又
は

連
結

事
業
年

度
 

法人名 

 
 
様

 
平
成

 
 

年
 

 
月

 
 

日
か

ら
平

成
 

 
年

 
 

月
 

日
ま

で

処
理
別

 
法
人

区
分

 
分割

 
提

出
期

限

延
長
月

数
 

法
人

県
民

税
 

法
人

事
業

税
 

地
方

法
人

特
別

税
 

処
 
 

 
理

 

 
 

 
 

 
 

 

差
引

増
減

額
に

対

応
す

る
課

税
標

準

額
 

千
円

千
円

千
円

 

 

区
 
 

 
 

分
 

更
正

・
決

定
額

 
既

に
納

付
の

確
定

し
た

額
差

引
減

額
し

た
額

差
引

納
付

す
べ

き
額

税
割

額
 

 
円
 

円
円

 
円

法
人
 

県
民

税
 

均
等

割
額
 

 

 
 

 
所

得
割

額
 

 
 

 
付

加
価

値
割

額
 

 
 

 
資

本
割

額
 

 
 

 
収

入
割

額
 

 
 

 

法
人
 

事
業

税
 

計
 

 
 

 
所

得
割

に
係

る
地

方
法

人
特

別
税

額
 

 
 

 
収

入
割

に
係

る
地

方
法

人
特

別
税

額
 

 
 

 
地

方
 

法
人

 

特
別

税
 

計
 

 
 

 
過

少
申

告
加

算
金

 
 

 
 

不
申

告
加

算
金
 

 
 

 
重

加
算

金
 

 
 

 

 
 

更
 

 
正
 

 
・

 
 
決

 
 
定

 
 

額
 
 

算
 
 

出
 

 
基
 

 
礎
 

申
告

等
区

分

区
 
 
 

 
 
 

分
 

課
税

標
準

額
税

 
率
 

税
 

 
 
 

額
 

予
定

・
中

間
・

み
な
す

 
課

税
標

準
と

な
る

法
人

税
総

額
 

 
千

円
・
 

 
 
 

・
 

税
割

額
 

 
 

    
/
1
0
0

円
確
定

・
決

定
 

利
子

割
控

除
額
 

 
 

・
 

 
 
 

・
 

差
引

法
人

税
割

額
 

 
 

修
正

・
更

正
・

是
認

 

法人県民税 

均
等

割
額

 
 

 
・
 

 
 
 

・
 

課
税

標
準

と
な

る
所

得
金

額
の

総
額

 
 

千
円

再
修

正
・

再
更
正

・
是

認
 

年
 

 
万

円
以
下
の
金

額
 

 
 

    
/
1
0
0

円
・
 

 
 
 

・
 

年
 

 
万

円
超
年

 
 

万
円

以
下
の

金
額

 
 

 
    

/
1
0
0

年
 

 
万

円
超
又

は
軽

減
税

率
不
適

用
の
金

額
 

 
 

    
/
1
0
0

 

所得割 

本県分
 

計
 

 
 

更
正
請

求
年
月

日
 

課
税
標

準
と
な
る
付
加
価

値
額
の
総

額
 

 
 

・
 
 

 
 
・

 
付

加

価
値

割
 

 
本
 

 
県
 
 

分
 

 
 

    
/
1
0
0

確
定
申

告
年
月

日
 

課
税
標
準
と

な
る
資
本

金
等
の
額

の
総
額
 

 
 

・
 
 

 
 
・

 
資本割

 
本
 

 
県
 
 

分
 

 
 

    
/
1
0
0

税
務
官

署
通
知

年
月

日
 

課
税

標
準
と
な

る
収
入
金

額
の
総

額
 

 
 

・
 
 

 
 
・

 
収入割

 
本
 

 
県
 
 

分
 

 
 

    
/
1
0
0

 

法人事業税 

合
 
 

 
 

 
計
 

 
 

 

基
準
法

人
所
得

割
額
 

 
 

/
1
0
0

 
 

基
準
法

人
収
入

割
額
 

 
 

/
1
0
0

 
 

地
方

法
人

特
別

税
 

合
 
 

 
 

 
計
 

 
 

 

 

 

 

・
 

・
 

 
 

 
円

差
引

対
象

法
人

事
業

税
額

差
引

対
象

地
方

法
人

特
別

税
額

処
理

年
月

日
，

処
理

区
分

 

,
法

人
事

業
税

額
及

び
 

地
方

法
人

特
別

税
額
 

・
 

・
 

 
 

 
円

円

区
 

 
 
 

 
 
分

 
対

象
税

額
 

率
 

確
 
 
定

 
 

額
 

 
円
 

    
/
1
0
0

 

 
 

 
 
 

 
申

 
告
 

加
 
算

 
金

 

 
 

 
 
/
1
0
0

円

利
子

割
額

（
控

除
さ

れ
る

べ
き
金
額

）

円

加 算 金 

重
 

 
 
加

 
 

 
算
 

 
 
金

 
 

 
   

/
1
0
0

 
控

除
し

た
金

額
 

控
除

し
き

れ
な

か
つ

た
金

額
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
 

 
人
 

 
事

 
 
業

 
 
税

 
既

に
還

付
を

請
求

し
た

利
子

割
額

 
区
 
分

 
法

人
県

民
税
 

従
業

者
数
 

固
定

資
産

の
価

格
・

事
務

所
又

は
事

業

所
の

数
・

軌
道

の
延

長
キ

ロ
メ

ー
ト

ル

利子割額に関する計算 

既
還

付
請

求
利

子
割

額
が

過
大

で
あ

る
場

合
の

納
付

額
 

総
数

 
 

人
 

人
 

還
付

請
求

額
（

利
子

割
額

）
 

分割基準 

本
県

分
 

 
 

 
 

 
 

 
備
考
 

用
紙

の
大

き
さ

は
，

日
本
工

業
規

格
Ａ

列
４

と
す

る
。

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 



 
 

別
記
様
式
第
七
十
七
号
及
び
別
記
様
式
第
七
十
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



様
式
第
7
7
号
（
第
1
2
条
関
係
）
そ
の
1
 

法
人
 
県
民
税

事
業
税

・
 
地
方
法
人
特
別
税
 
調
定
集
計
書
 

 

地
域
 

調
定
年
月
日
 

決
裁
者

 
 

起
案
年
月
日
 

担
当
者

出
納
員

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 

 
 

 
 

 

法
人
県
民
税
 

法
人
事
業
税
 

地
方
法
人
特
別
税
 

過
少
申
告
 

加
算
金
 

不
申
告
 

加
算
金
 

重
加

算
金

 
区

分
 

税
 
額
 

件
数
 

税
 
額
 

件
数
 

税
 
額
 

件
数

金
額

件
数
 

金
額
 

件
数

金
額

件
数

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

本年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

過年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
人

県
民
税

 
法
人

事
業
税
 

地
方
法
人
特
別
税
 

過
少
申
告
 

加
算
金
 

不
申
告
 

加
算
金
 

重
加

算
金

 
区

分
 

税
 
額
 

件
数
 

税
 
額
 

件
数
 

税
 
額
 

件
数

金
額

件
数
 

金
額
 

件
数

金
額

件
数

滞
繰

減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

調
定

外
減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
縦
2
7
.
9
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
，
横
36.8セ

ン
チ
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。

 

 



様
式
第
7
7
号
（
第
1
2
条
関
係
）
そ
の
2
 

法
人
 

県
民
税
 

事
業
税
 

・
 
地
方
法
人
特
別
税
 
調
定
集
計
書
 

 

地
域
 

調
定
年
月
日
 

決
裁
者

 
 

起
案
年
月
日
 

担
当
者

出
納
員

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 

 
 

 
 

 

法
人

事
業

税
 

地
方

法
人

特
別

税
 

所
得
割
 

付
加
価
値
割
 

資
本
割
 

収
入
割
 

所
得
割
 

収
入
割
 

区
分
 

税
額
 

件
数
 

税
額
 

件
数

税
額

件
数

税
額

件
数

税
額
 

件
数
 

税
額

件
数

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

本年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

過年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
人

事
業

税
 

地
方

法
人

特
別

税
 

所
得
割
 

付
加
価
値
割
 

資
本
割
 

収
入
割
 

所
得
割
 

収
入

割
 

区
分
 

税
額
 

件
数
 

税
額
 

件
数

税
額

件
数

税
額

件
数

税
額
 

件
数
 

税
額

件
数

滞
繰

減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

調
定

外
減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
縦
2
7
.
9
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
，
横
36.8セ

ン
チ
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。

 

   



様
式
第
7
8
号
（
第
1
2
条
関
係
）
そ
の
1
 

法
人
 
県
民
税

事
業
税

・
 
地
方
法
人
特
別
税
 
調
定
異
動
集
計
書
 

 

地
域
 

調
定
年
月
日
 

決
裁
者

 
 

起
案
年
月
日
 

担
当
者

出
納
員

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 

 
 

 
 

 

法
人
県
民
税
 

法
人
事
業
税
 

地
方
法
人
特
別
税
 

過
少
申
告
 

加
算
金
 

不
申
告
 

加
算
金
 

重
加

算
金

 
区

分
 

増
減
差
税
額
 

件
数
 

増
減
差
税
額
 

件
数
 

増
減

差
税

額
件
数

金
額

件
数
 

金
額
 

件
数

金
額

件
数

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

本年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

過年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
人

県
民
税

 
法
人

事
業
税
 

地
方
法
人
特
別
税
 

過
少
申
告
 

加
算
金
 

不
申
告
 

加
算
金
 

重
加

算
金

 
区

分
 

税
額
 

件
数
 

税
額
 

件
数
 

税
額
 

件
数

金
額

件
数
 

金
額
 

件
数

金
額

件
数

滞
繰

減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

調
定

外
減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
縦
2
7
.
9
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
，
横
36.8セ

ン
チ
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。

 

 



様
式
第
7
8
号
（
第
1
2
条
関
係
）
そ
の
2
 

法
人
 
県
民
税

事
業
税

・
 
地
方
法
人
特
別
税
 
調
定
異
動
集
計
書
 

 

地
域
 

調
定
年
月
日
 

決
裁
者

 
 

起
案
年
月
日
 

担
当
者

出
納
員

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
 
 
・
 

 
 

 
 

 

法
人

事
業

税
 

地
方

法
人

特
別

税
 

所
得
割
 

付
加
価
値
割
 

資
本
割
 

収
入
割
 

所
得
割
 

収
入
割
 

区
分
 

増
減

差

税
額
 

件
数
 

増
減

差

税
額
 

件
数

増
減

差

税
額

件
数

増
減

差

税
額

件
数

増
減

差

税
額
 

件
数
 

増
減

差

税
額

件
数

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

本年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

過年 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

非
分

割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
内

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

県
外

分
割
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
人

事
業

税
 

地
方

法
人

特
別

税
 

所
得
割
 

付
加
価
値
割
 

資
本
割
 

収
入
割
 

所
得
割
 

収
入

割
 

区
分
 

税
額
 

件
数
 

税
額
 

件
数

税
額

件
数

税
額

件
数

税
額
 

件
数
 

税
額

件
数

滞
繰

減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

調
定

外
減
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

備
考
 
用
紙
の
大
き
さ
は
，
縦
2
7
.
9
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
，
横
36.8セ

ン
チ
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。

 

   



 
 

別
記
様
式
第
百
三
十
八
号
の
二 

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

（表） 



様式第138号の2（第25条関係）                          (表) 

法 人
県民税 

事業税 
・ 地 方 法 人 特 別 税 徴 収 整 理 票 

 

地 域

コード 
本社       (電話) 

  

賦課年度 

 
 事業年度   から   まで 

 

処理別

コード 

回数 業種 補 賦 課 番 号 

  

県内営業所    (電話) 税 目 当初申告額又は更正・決定額 未 納 額 処 理 日 等

  均 等 割 額 円 円 申 告 年 月 日

法人名 

法 人

県民税 法人税割額 円 円 修 正 申 告 年 月 日

所 得 割 額 円 円 国税更正・決定通知年月日

付加価値割額 円 円 更 正 ・ 決 定 通 知 年 月 日

資 本 割 額 円 円 延長後の確定申告書提出期限

法 人

事業税

収 入 割 額 円 円 法 定 納 期 限 等

所 得 割 額 円 円 納 期 限

  

地 方

法 人

特別税 収 入 割 額 円 円  

名寄番号   特例率 過少申告加算金額 円 円  

    不 申 告 加 算 金 額 円 円 督 促 状 発 付 年 月 日

税目別滞納状況 

法 個 不 ゴ 特 事 軽 処分 
重 加 算 金 額 円 円

軽 減 延 滞 金 最 終 日

 

             確 定 額 円 円

県民  

県民税の

延滞金額 未確定額 円

催 告 書 発 付 年 月 日

 

事業   確 定 額 円 円直前納付日 

特別   

事 業 税・

特 別 税の

延 滞 金額 未確定額 円

差 押 予 告 通 知 年 月 日

 

税 額 延 滞 金 額 処 理 別 コ ー ド 
 

収入年月日

 収入額 未納額 日数 確定額 収入額 未納額  
扱者印 

  円 円   円 円 円 加 算 金 額  

              区分 収入額 未納額  

                円 円  

                    

法
人
県
民
税 

                    

                    

                   

                    

                    

  

法

人

事

業

税

・ 

地

方

法

人

特

別

税          

参考事項 

 備考 用紙の大きさは，日本工業規格A列5とする。 

 



 
 

別
記
様
式
第
百
三
十
九
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



様式第139号（第26条関係） 

      

 県 税     領 収 証 書 原 符 県 税      領 収 証 書 県 税      領 収 済 通 知 書 

     

  

 
    

  

 

 

  

  

 所在地及び法人名 

 

 

様  

 所在地及び法人名 

 

 

様  

 所在地及び法人名 

 

 

様  

  回 数   賦課年度 

 

税目 

02 

地域 

 

処理別

    

賦課(法人)番号 

 

賦課年度

 

税目

02

地域

 

処理別

   

賦課(法人)番号 

 

賦課年度

 

税目

02

地域

 

処理別

   

賦課(法人)番号 

 

事業年度   事業年度   事業年度   

・  ・ 
か
ら ・  ・

ま
で 

そ
の
他 

決
定 
 

更
正 

 

修
正 

 

確
定 

 

予
定 

 

中
間 

 

( )
・  ・ 

か
ら ・  ・ 

ま
で 

そ
の
他 

決
定 

 

更
正 

 

修
正 

 

確
定 

 

予
定 

 

中
間 

 

( )
・  ・ 

か
ら ・  ・ 

ま
で 

そ
の
他 

決
定 

 

更
正 

 

修
正 

 

確
定 

 

予
定 

 

中
間 

 

( ) 

法 人 税 割 額 01 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 法 人 税 割 額 01 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 法 人 税 割 額 01 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

均 等 割 額 02                 均 等 割 額 02              均 等 割 額 02                 

延 滞 金 03                  延 滞 金 03              延 滞 金 03                 

法
人
県
民
税 計 04                  

法
人
県
民
税 計 04              

法
人
県
民
税 計 04                 

所 得 割 額 05                  所 得 割 額 05              所 得 割 額 05                 

付加価値割額 06                  付加価値割額 06              付加価値割額 06                 

資 本 割 額 07                  資 本 割 額 07              資 本 割 額 07                 

収 入 割 額 08                  収 入 割 額 08              収 入 割 額 08                 

地方法人特別税 09            地方法人特別税 09            地方法人特別税 09            

計(05～09) 10            計(05～09) 10            計(05～09) 10            

延 滞 金 11                  延 滞 金 11              延 滞 金 11                 

過少申告加算金 12                  過少申告加算金 12              過少申告加算金 12                 

不申告加算金 13                  不申告加算金 13              不申告加算金 13                 

重 加 算 金 14                  重 加 算 金 14              重 加 算 金 14                 

法

人

事

業

税

・

地

方

法

人

特

別

税 計(10～14) 15                  

法

人

事

業

税

・

地

方

法

人

特

別

税 計(10～14) 15              

法

人

事

業

税

・

地

方

法

人

特

別

税 計(10～14) 15                 

合 計 額 16                  合 計 額 16             合 計 額 16                

 

領 収 年 月 日  上記の金額は領収済みにつ

き通知します。 
 

平成  年  月  日 
 

 

平成  年  月  日 

広島県     地域事務所税務局    

分任出納員氏名           印 

        

  
査

閲         
 

      上記の金額を領収しました。 

平成  年  月  日 

広島県     地域事務所税務局    

分任出納員氏名           印 

 

    ※金額を訂正したものは無効です。 

 

広島県     地域事務所税務局    

分任出納員氏名           印 

備考 用紙の大きさは，各片とも縦18.2センチメートル，横10.2センチメートルとし，3片を複写式に印刷する。 

 法  人  県  民  税 

 法  人  事  業  税 

 地 方 法 人 特 別 税 

納期限 

・  ・ 

 法  人  県  民  税 

 法  人  事  業  税 

 地 方 法 人 特 別 税 

納期限 

・  ・ 

 法  人  県  民  税 

 法  人  事  業  税 

 地 方 法 人 特 別 税 

納期限 

・  ・ 



 
（
広
島
県
行
政
組
織
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

広
島
県
行
政
組
織
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
広
島
県
規
則
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。 

 
 

第
八
条
財
務
部
の
部
税
務
課
の
項
第
二
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」

に
改
め
、
同
項
第
十
四
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
二
十
六
条
第
一
項
税
務
局
の
部
収
納
第
一
課
及
び
収
納
第
二
課
の
項
第
一
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地

方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別

税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
事
業
税
課
の
項
第
一
号
中
「
事

業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を
「
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、

同
項
第
二
号
及
び
第
四
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
税

務
局
の
部
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改

め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ

れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
課
税
第
一
課
の
項
第
一
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税

」
を
加
え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を
「
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
事
業
税

」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
税
務
局
の
部
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中

「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に

「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
課
税
第

一
課
の
項
第
一
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を

「
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を

加
え
、
同
条
第
四
項
税
務
局
の
部
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並

び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、

「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
課
税
課
の
項
第
一
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方

法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方

法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
五
項
税
務
局
の
部
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地

方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別

税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
課
税
第
一
課
の
項
第
一
号
中

「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を
「
こ
れ
ら
に
」
に
改

め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
六
項

税
務
局
の
部
収
納
課
の
項
第
一
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、

同
項
第
二
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら

に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
事
業
税
課
の
項
第
一
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加

え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を
「
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
事
業
税
」
の
下

に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
同
条
第
七
項
税
務
局
の
部
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中
「
県
税

に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地

方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
部
課
税
課
の
項
第
一

号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中



「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
三
十
条
第
一
項
収
納
管
理
課
の
項
第
九
号
中
「
県
税
に
」
を
「
地
方
法
人
特
別
税
並
び
に
こ
れ
ら
に

」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
及
び
」
を
「
並

び
に
こ
れ
ら
に
係
る
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
課
税
第
一
課
の
項
第
一
号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地

方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
、
「
こ
れ
ら
の
県
税
に
」
を
「
こ
れ
ら
に
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三

号
中
「
事
業
税
」
の
下
に
「
、
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 

（
広
島
県
地
方
機
関
の
長
に
対
す
る
事
務
委
任
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
四
条 

広
島
県
地
方
機
関
の
長
に
対
す
る
事
務
委
任
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
広
島
県
規
則
第
五
十
六
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
七
条
第
一
項
第
一
号
中
「
県
税
」
の
下
に
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
」
を
加
え
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
中
広
島
県
税
規
則
第
五
条
の
三
、
第
三

十
条
の
五
、
別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
十
七
、
別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
三
十
及
び
別
記
様
式
第
五
十
一

号
の
十
四
の
改
正
規
定
並
び
に
第
二
条
中
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
別
記
様
式
第
四
十
二
号
の
十
一
の
改

正
規
定
は
、
平
成
二
十
年
十
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

２ 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
広
島
県
税
規
則
及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
広
島
県
税
事

務
取
扱
規
則
の
様
式
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
用
紙
で
こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
県
の
在
庫
に
係
る
も
の
は
、

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
広
島
県
税
規
則
及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
広
島
県
税
事
務

取
扱
規
則
の
様
式
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
用
紙
と
み
な
し
、
当
分
の
間
、
引
き
続
き
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。 

 



広島県税規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成二十年十月一日

広島県知事　藤　　田　　雄　　山

広島県規則第六十四号

広島県税規則等の一部を改正する規則

　（広島県税規則の一部改正）


第一条　広島県税規則（昭和二十九年広島県規則第五十一号）の一部を次のように改正する。


　　第一条中「広島県税の」を「広島県税及び地方法人特別税の」に改め、「法」という。）」の下に「、地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成二十年法律第二十五号）」を、「施行令」という。）」の下に「、地方法人特別税等に関する暫定措置法施行令（平成二十年政令第百五十四号）」を加える。


　　第五条の三中「社団法人広島県自動車整備振興会」の下に「（昭和二十七年二月十二日に社団法人広島県自動車整備振興会という名称で設立された法人をいう。）」を加える。


　　第十八条第一項中「及び事業税」を「、事業税及び地方法人特別税」に改める。


　　第二十四条（見出しを含む。）中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加える。


　　第二十五条の見出し中「事業税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、同条第二項中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加える。


　　第二十五条の二の見出し中「事業税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。


　　第二十五条の三の見出し中「事業税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、同条第一項及び第二項中「法人事業税」の下に「、地方法人特別税」を加える。


　　第二十六条（見出しを含む。）中「及び事業税」を「、事業税及び地方法人特別税」に改める。


　　第三十条の五第一号中「財団法人日本ゴルフ協会」の下に「（昭和六十二年十月一日に財団法人日本ゴルフ協会という名称で設立された法人をいう。）」を加え、同条第二号中「財団法人広島県体育協会」の下に「（昭和四十五年四月十三日に財団法人広島県体育協会という名称で設立された法人をいう。）」を加える。


　　別記様式第十号の二　を次のように改める。　　


　　別記様式第十号の二　の　２中「第72条の25第3項の規定」を「第72条の25第3項若しくは第5項の規定（地方法人特別税等に関する暫定措置法第10条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を含む。）」に改め、同様式　の　


３中「規定」の次に「（地方法人特別税等に関する暫定措置法第10条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を含む。）」を加える。


　　別記様式第十一号の二　を次のように改める。





　別記様式第十一号の二　の　２⑵中「第72条の25第3項の規定」を「第72条の25第3項若しくは第5項の規定（地方法人特別税等に関する暫定措置法第10条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を含む。）」に改め、同様式　


の　２⑶中「規定」の次に「（地方法人特別税等に関する暫定措置法第10条の規定により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされている場合を含む。）」を加える。


　　別記様式第二十八号の　２中「事業税」を「事業税・地方法人特別税」に改める。


　　別記様式第三十七号を次のように改める。


　　別記様式第三十七号の二及び別記様式第三十七号の六中「県税」を「県税及び地方法人特別税」に改める。


　　別記様式第四十二号を次のように改める。


　　別記様式第四十二号の七中「住民税」を「県民税」に改める。


　　別記様式第四十三号を次のように改める。


　　別記様式第四十三号の七の二の　中






　を




に改める。


　　別記様式第四十四号から別記様式第四十四号の三までの様式中「法人事業税」を「法人事業税・地方法人特別税」に改める。


　　別記様式第四十四号の四中　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、










　　　　　　　　を　　　　　　　　　に改める。




　　別記様式第四十四号の五の二から別記様式第四十四号の七までを次のように改める。


　　別記様式第四十五号の二中




　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。




　　別記様式第四十八号の十七中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。








　　別記様式第四十八号の三十中　　　　　　　　　　　　　　　　を






　　　　　　　　　　　に改め、同様式の　２中「民法第34条の法人」を「公益社団法人


又は公益財団法人」に改める。




　　別記様式第五十一号の十四中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。




　（広島県税事務取扱規則の一部改正）


第二条　広島県税事務取扱規則（昭和三十五年広島県規則第九十二号）の一部を次のように


　改正する。


　　第一条中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。


　　第七条の三第二項中「法人事業税の更正請求をする旨の」を削り、「法人事業税の分割基準の修正に関する届出」を「法人事業税、地方法人特別税の更正の請求をする旨の届出」に改める。

　　第八条第一項中「若しくは事業税」を「、事業税若しくは地方法人特別税」に改める。


　　第十一条第二項第四号、第三項及び第四項第四号中「事業税」を「事業税・地方法人特別税」に改め、同条第六項中「法人事業税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。


　　第十二条第三号及び第三号の二中「事業税」を「事業税・地方法人特別税」に改める。


　　別記様式第三号を次のように改める。


　　別記様式第十一号の二を次のように改める。




　　別記様式第四十二号の十一中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。




　　別記様式第六十号の三を次のように改める。


　　別記様式第六十七号を次のように改める。


　　別記様式第六十八号を次のように改める。


　　別記様式第七十七号及び別記様式第七十八号を次のように改める。


　　別記様式第百三十八号の二　を次のように改める。




　　別記様式第百三十九号を次のように改める。


　（広島県行政組織規則の一部改正）


第三条　広島県行政組織規則（昭和三十九年広島県規則第十八号）の一部を次のように改正する。

　　第八条財務部の部税務課の項第二号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十四号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。


　　第二十六条第一項税務局の部収納第一課及び収納第二課の項第一号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第二号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部事業税課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第四号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、同条第二項税務局の部収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部課税第一課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第三号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、同条第三項税務局の部収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部課税第一課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第三号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、同条第四項税務局の部収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部課税課の項第一号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第二号及び第三号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、同条第五項税務局の部収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部課税第一課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第三号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、同条第六項税務局の部収納課の項第一号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第二号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部事業税課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第三号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、同条第七項税務局の部収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同部課税課の項第一号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第二号及び第三号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。


　　第三十条第一項収納管理課の項第九号中「県税に」を「地方法人特別税並びにこれらに」に改め、同項第十号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加え、「及び」を「並びにこれらに係る」に改め、同条第一項課税第一課の項第一号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加え、「これらの県税に」を「これらに」に改め、同項第二号及び第三号中「事業税」の下に「、地方法人特別税」を加える。


　（広島県地方機関の長に対する事務委任規則の一部改正）


第四条　広島県地方機関の長に対する事務委任規則（昭和三十九年広島県規則第五十六号）の一部を次のように改正する。

　　第七条第一項第一号中「県税」の下に「及び地方法人特別税」を加える。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第一条中広島県税規則第五条の三、第三十条の五、別記様式第四十八号の十七、別記様式第四十八号の三十及び別記様式第五十一号の十四の改正規定並びに第二条中広島県税事務取扱規則別記様式第四十二号の十一の改正規定は、平成二十年十二月一日から施行する。


　（旧様式による用紙に関する経過措置）

２　第一条の規定による改正前の広島県税規則及び第二条の規定による改正前の広島県税事務取扱規則の様式により作成された用紙でこの規則の施行の際現に県の在庫に係るものは、第一条の規定による改正後の広島県税規則及び第二条の規定による改正後の広島県税事務取扱規則の様式により作成された用紙とみなし、当分の間、引き続き使用することができる。
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